
令和　　年　　月　　日

倉敷市長あて

所在地

商号又は名称

代表者職氏名 印

担当者氏名：

ＴＥＬ：

□ 　破産法（平成１６年法律第７５号）の規定による破産手続開始の申立てがなされてい
る者ではありません。

倉敷市職員定期健康診断等業務委託（単価契約）
一般競争入札参加資格要件確認書

　標記の入札に参加を希望するにあたり、入札参加資格要件については下記のとおり相違ありませ
ん。

チェック欄 確認事項

(1) □ 　地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４のいずれにも該当して
いません。

参加資格要件の確認
（内容を確認のうえチェック欄□へ✔。加えて(8),(9)は必要事項を記入。

(2) □ 　入札の公告日から落札者が決定するまでの間において、倉敷市から指名停止又は指名
除外の措置を受けていません。

(3) □

　代表者又は役員等が、暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法
律第７７号）及び倉敷市暴力団排除条例（平成２３年条例第４５号）第２条第２号に規
定する暴力団若しくは同条第６号に規定する暴力団員又はこれらと社会的に非難される
べき関係を有する者ではありません。

(4) □ 　清算中の株式会社である事業者について、会社法（平成１７年法律第８６号）第５１
１条に基づく特別清算開始の申し立てがなされている者ではありません。

(5) □

　会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づき更生手続開始の申し立てがなされ
ている者又は民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づき再生手続開始の申し立
てをしている者（ただし、手続開始の決定を受けた者で、所定の手続に基づく再認定等
を受けている場合を除く。）ではありません。

(6)



・１年度あたりの健診実施人数　合計　　　　　　　人

・１会場における１日あたりの最大実施人数
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　人

(10) □ 　本委託業務を実施するにあたり、業務に従事する従業員が法令上必要な資格、免許等
を有しています。

(9) □

期間 令和　　年　　月　　日　～　令和　　年　　月　　日

１年度あたりの実
施人数（直近のも
のを記載するこ
と）※

　令和５年４月１日以降に地方公共団体又は民間企業（以下委託者という）で定期・雇
入時・特定健康診断（労働安全衛生規則第４３条及び第４４条第１項各号に掲げる項目
の検査）を委託者の所有・管理する施設において検診車等を用いて実施し、１委託者の
１年度あたりにおいて、2,000人以上かつ、同一会場において１日あたり最大100人以上
の実施実績があります。また、これらについて健康診断の主要部分を再委託することな
く自ら実施し、受注者の責により契約期間よりも前に契約期間が解除されることなく、
履行・完了した実績があります。
　●健診内容、実施日数、人数等実績のわかる書類（契約書の写し、実績報告
　　書等）を添付

委託名

委託者

※人数については別紙「健診実績人数の集計に関する注意点」を参照のこと

(11) □

　日本医師会による臨床検査精度管理調査又はこれに準ずる精度管理調査（日本臨床検
査技師会、全国労働衛生団体連合などが実施しているもの）に毎年参加し、その評価は
良好です。
　●調査の実施及びその評価が確認できる書類を添付（写し可。）

(12) □ 　その他仕様書に従って委託業務を適正に行うことができます。

(8) □

　引き続き５年以上健康診断業務を営んでおり、倉敷市内又は、岡山県内で倉敷市に隣
接する市町（岡山市は北区、南区に限る。ただし北区の建部、御津、足守は除く。）
に、仕様書の「３　健康診断等の種類」に記載の各種健康診断を実施可能な健診施設を
有しています。
　●会社概要（本店・支店の所在地、事業概要等）がわかる書類を添付
　●法人の登記事項証明書（発行日から３か月以内のもの。写し可。）を添付

事業開始年月日 　　年　　月　　日

倉敷市内又は倉敷市に隣接する
市町にある、本件業務を実施可
能な健診施設の名称

上記施設の住所

チェック欄 確認事項

(7) □
　賦課されているすべての税（国税・県税・市税）に滞納はありません。
　●国税・県税・市税それぞれに滞納がない証明書（発行日から３か月以内の
　　もの。写し可。）を添付


